
(単位:千円)

金      額 金      額

流   動   資   産 204,565,008 流   動   負   債 160,838,541

現 金 ･ 預 金 890,309 122,300,000

貸 付 金 203,441,518 150,007

金 銭 の 信 託 125,667 66,897

前 払 費 用 81,522 488,665

未 収 入 金 49,242 37,593,464

未 収 収 益 185,797 1,306

仮 払 金 8,820 156,888

求 償 権 699,435 81,311

貸 倒 引 当 金 △ 917,306

固   定   資   産 1,963,718 固   定   負   債 1,696,874

168,528 1,267,991

建 物 101,825 242,428

建 物 付 属 設 備 28,064 34,930

什 器 ・ 備 品 38,638 151,524

551,683 負債の部合計 162,535,415

ソ フ ト ウ ェ ア 546,352

電 話 加 入 権 5,330 株　主　資　本 43,993,311

資      本      金 10,500,000

1,243,506 資　本  剰  余  金 10,000,000

投 資 有 価 証 券 1,000 10,000,000

出 資 金 0

保 証 金 26,594 利  益  剰  余  金 23,493,311

権 利 金 等 43,062 9,000

繰 延 税 金 資 産 968,636 23,484,311

破 産 更 生 債 権 等 627,526 別 途 積 立 金 21,500,000

貸 倒 引 当 金 △ 423,313 繰 越 利 益 剰 余 金 1,984,311

純資産の部合計 43,993,311

資産の部合計 206,528,726 負債及び純資産の部合計 206,528,726

投 資 そ の 他 の 資 産

貸    借    対    照    表

２０２２年３月３１日現在

科       目

 ( 資 産 の 部 )

科       目

 ( 負 債 の 部 )

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 払 金

賞 与 引 当 金

仮 受 金

短 期 借 入 金

前 受 収 益

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 費 用

利 益 準 備 金

役員退職慰労引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

資 本 準 備 金

 ( 純 資 産 の 部 )

前 受 保 証 料

債務保証損失引当金



(単位:千円)

営     業　　収　　益

貸 付 金 利 息 3,386,381

貸 付 手 数 料 73,204

期限前返済解約金等 67,681

サ ー ビ シ ン グ フ ィ ー 49,142

受 入 保 証 料 2,418,406

保 証 事 務 手 数 料 等 446,309

そ の 他 の 営 業 収 益 171,495 6,612,620

営     業　　費　　用

借 入 金 利 息 249,452

団体信用生命保険料 426,313

支 払 手 数 料 18,113

そ の 他 の 営 業 費 用 48

貸 倒 引 当 金 繰 入 148,488

債務保証損失引当金繰入 102,806

貸 倒 損 失 20,778

販売費及び一般管理費 3,216,243 4,182,244

2,430,376

営  業  外  収　益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 0

雑 収 入 2,359 2,360

2,432,736

特　　別　　損　　失

固 定 資 産 除 却 損 465 465

2,432,271

755,765

1,677 757,442

1,674,828

科       目 金      額

損　　益　　計　　算　　書

自　２０２１年４月　１日

至　２０２２年３月３１日

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営  　　   業　　　　利　　　　益

経 常 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額



個別注記表 

 

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞ 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 

建物、建物付属設備･･･定額法 

什器・備品･･･････････定率法 

（２） 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によ

っております。 

２．引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績

率により、貸出条件緩和債権等は今後 3 年間、それ以外は今後 1 年間の予想損失

額を計上しており、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

但し、上記にかかわらず与信額一定以上の大口個人債務者に対する債権の一部に

ついては債権の元本の回収および利息の受取りに係るキャッシュ・フローを見積

り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価

額との差額を計上しております。 

（２） 賞与引当金は、従業員賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

（３） 債務保証損失引当金は、上記（１）貸倒引当金と同じ計上基準（但し書きを除く）

により、保証債務から生じる損失に備えて損失負担見込額を計上しております。 

（４） 退職給付引当金は、従業員退職金の支給に備えて、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

（５） 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金支給に備えて支給見込額を計上してお

ります。 

３．消費税等の処理方法 

資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の権利金等に計上し、5 年間で均等

償却を行っております。 

 

＜貸借対照表等に関する注記＞ 

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．取締役及び監査役に対する金銭債権総額        54,142 千円 

３．有形固定資産の減価償却累計額        295,562 千円 

４．保証債務 

信用保証業務の保証債務       2,500,773,951 千円 

５．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権               540,888 千円 

短期金銭債務              65,802,514 千円 



 

＜税効果会計に関する注記＞ 

繰延税金資産の発生の主な原因は貸倒引当金及び債務保証損失引当金の否認等によるも

のであります。 

 

＜関連当事者との取引に関する注記＞ 

親会社及び主要法人株主等                      (単位：千円) 

属
性 

会社
等の
名称 

議決権等
の被所有 

関連
当事
者 
との 
関係 

取引の内容 
 

取引金額 
 

科目 
 

期末残高 
 

親 
会
社 

農林
中央
金庫 

被所有 
直接
92.12% 

資金
の 
調達 
 

役員 
の 
兼任 

資金の借入
（※1） 

－ 長期借入金 － 

（※2） 
－ 短期借入金 65,800,000 

借入金利息 
の支払（※1） 121,612 借入金利息 

未払費用 2,181 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（※1）親会社からの資金の借入にあたっては、市場金利等を勘案して決定しております。 

（※2）反復的取引である為、取引金額を省略しております。 

 

＜1 株当たり情報に関する注記＞ 

１． １株当たり純資産額       175,973 円 24 銭 

２． １株当たり当期純利益       6,699 円 31 銭 

 

＜重要な後発事象に関する注記＞ 

該当事項はありません。 
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